
厳）とはいささか趣を異にし、平沢薫やr中教審

答申」（1971）にみられるように国家の側から捉

えようとしたものである。『生涯スポーツ』は、

こうしたr生涯教育」の一環としてのr生涯体育」

にr楽しい体育」で味付けをし、今日的な表現に

かえたものである。そこで、改めてr楽しい体育」

のもつ意味とその背後にある思潮の検討が必要と

なる。

　②『生涯スポーツ』の是非について

　『生涯スポーツ』の主張と実践は、近年広がり

を見せてきているかに見えるが、しかしその実態

は、これまでの体育・スポーツ活動とそれほど変

わってはいない。とはいえ、さらなる検討が必要

である。

（3）スポーツ行政の民問委託化の実状

　　一横浜市スポーツ振興事業団を中心に一

　　　　　　　　　　　　　　広畑成志

1．横浜市のスポーツ行政の基本理念

　横浜市教育委員会体育課発刊r横浜のスポーツ』

（1986年）によると、rスポーツは、本来、個人の

自由な発意で自主的に行われるべきものであり」、

r行政は、『スポーツをする環境づくり』としての

施策の企画・調整及び施設整備を中心とした事務・

事業を行い」、とある。

　この理念は、①スポーツを個人のr自助・自立」

を原理としている点でも、②スポーツの条件整備

を二次的な施策に位置づけている点でも、r憲法」、

r社会教育法」、rスポーツ振興法」などの理念と

は異質であり、スポーツ行政のr民問委託化」推

進の原理となっている。

　その第3部第2章r健康な市民」第3節rスポー

ツ・レクリエーショソの普及と振興」は、①スポー

ツ施設の整備、②レクリエーショソ施設の整備、

③スポーツ・レクリエーショソ活動の普及、を柱

にしている。

　問題は、施設整備がr計画的整備」の枠のもと

に、きわめてゆるやかなテソポでしかし進捗をみ

ないものになっており、2000年の時点でも区スポー

ツセソター建設は14館程度のものである。

3．横浜市スポーツ振興事業団の設立

　1984年9月に、r財団法人横浜市スポーツ振興

事業団」が設立された。

　同事業団は、①横浜市から受託されたスポーツ・

レクリエーション施設の管理・運営、②スポーツ

教室の開催、③指導者の養成、④スポーツ情報の

収集・提供等の事業を行うものである。

　これは、スポーツ行政の実行部分の全面的な

r民間委託」といえるものである。受託施設は区

スポーツセソターの全館（現在4館）および横浜

市所有のr自然の家」（2カ所）、r青少年野外活

動センター」（3カ所）である。

　r事業」団であることから、r使用料の徴収事務

及び教室等の参加料の徴収」が運営の基本に置か

れ、そのためにスポーツ教室の参加料は、受託外

施設（学校開放施設など）で実施されるものに比

較して相当高い金額になっている。

　しかも、同法人の所轄部局は体育課の企画振興

係となり、従来の社会体育係の枠組みからはずれ

たことによって、rスポーツ振興」と「社会体育

振興」の実態的な区別がなされ、前者はrスポー

ツ事（営）業」の性格を強くしてきているといえる。

2。rよこはま21世紀プラソ」

　現在の横浜市スポーツ行政の施策は、rよこは

ま21世紀プラソ」実施計画にもとづいている。

　同プランは、r21世紀を展望して、現在及び将

来の横浜市民の安全で快適な生活を計画的に実現

するために策定されたもので、政策の理念と枠組

みを体系的に示したものである」。

4，イペソト・ホールの建設

　横浜市はr国際都市」を標榜して、r新横浜イ

ベソトホール」の建設（新横浜駅前）に乗り出し

ている。

　これは第三セクター方式によるもので、1986年

11月にその建設・運営にあたる新会社r横浜アリー

ナ」が発足している。この新会社は設立時の資本
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金は四億円（キリンビール三億円、プリソスホテ

ルー億円）で、横浜市が十億円の出資金を計上。

事業費総額120億円（キリンが100億円、プリソス

と市が各10億円）にのぼる予定。

　イベソトホールは89年4月オープソ（市制百周

年）、ホールは多目的型で、国内で唯一、室内陸

上競技100メートル直線コースがとれるもの（床

面積4万平方メートル）。完成後は、横浜市が新

会社に専用使用権を与え、同社が施設賃貸、イベ

ソト企画などを行うr横浜スタジアム方式」がと

られる。

　このイベソトホール建設に関しては、①民間施

設への公共財の投資の適正さの問題、②スポーツ

振興策となじまない、③民間主導の管理・運営に

よる不平等の拡大などが指摘されている。

3　第3グループ（88．2．23）

教課審答申・r教育課程の基準の改善について」

の検討

藤田　和也

1．答申の全体的特徴と問題点

　1．r臨教審」答申の忠実な具体化

　今回の教課審答申（以下r答申」と書く）の基

本的な特徴は、「臨教審」答申を教育課程の面で

忠実に具体化したものということができる。それ

は、r答申」が掲げている次の4つのr教育課程

の基準の改善のねらい」に端的に表明されている。

①豊かな心をもち、たくましく生きる人間の育成

②自ら学ぶ意欲と社会の変化に主体的に対応でき

　る能力の育成

③国民として必要とされる基礎的・基本的な内容

　を重視し、個性を生かす

④国際理解を深め、我が国文化と伝統を尊重する

　態度の育成

　これらは（それぞれのねらいに付された解説も

含めて）、いずれもr臨教審」で論議され、答申

の中に盛り込まれていたものばかりである。

　2・道徳教育の強化

　二つめの特徴は、（これもr臨教審」答申を忠

実に受けて）道徳教育を全般的に強化したことで

ある。現行の体制（学校の全教育活動を通じて行

う）を変えずに、内容のr再構成」とr重点化」

によってr充実」を図るとしている。r主体性の

ある日本人の育成」やr道徳的実践の指導」の強

調、徳目臭いr内容の重点」説明などに彼らの力

の入れ具合いが感じられる。

　3。社会科の解体

　小学校1、2学年のr生活科」新設（社会科と

理科の廃止）、中学3年生の必修社会科の時間数

の弾力化、及び高校社会科の解体（地歴科と公民

科に分離）などは、第二次大戦後の日本の教育改

革が生み出した成果である「社会科」の解体に具

体的に着手したといえる。

　4，中学2年からr多様化」

　現行の中学3年の選択教科をそのまま2年に下

ろし、さらに選択教科に充てる授業時数を大幅に

弾力化した。これによって、学校単位で中学2年

で「コース」制の導入を可能にした。

　5．r日の丸」掲揚、r君が代」斉唱の強要

　中学校社会科で、r国旗及ぴ国歌の意義につい

て理解させ、それらを尊重する態度を育てる」と

し、特別活動（儀式）においてr日の丸」掲揚と

r君が代」斉唱を明確にするとしている。

　6．特別活動を道徳教育の手段に

　特別活動における指導の重点が道徳的酒養にの

みおかれ、自治的活動を育てる観点には全く触れ

られていない。学校行事でも集団宿泊活動、奉仕

活動、勤労生産活動などを通して、道徳的実践力

を養うことを強調している。

IL体育、保健体育のr改善の基準」

　1．体育
　体育では、r生涯体育・スポーツ」とr体力の

向上」を重視し、小学校ではr各種の運動の基礎

的・基本的な能力を」、中学・高校ではr生徒の

能力・適性等に応じて」内容を改善するとしてい

る。また、小・中・高を通じて「運動の特性」と

r履修の弾力化」を強調している点が今回の特徴。

目立った変化は、小学校では水泳を1学年早めて

　　　，
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